
駿東伊豆消防組合特定事業主行動計画の実施状況及び駿東伊豆消防組合に

おける女性の活躍状況の公表（令和２年 11月） 

 

 駿東伊豆消防組合では、次代の社会を担う子どもの健全な育成を図るための次世代

育成支援対策推進法等の一部を改正する法律（平成 26 年法律第 28 号）、女性の職業生

活における活躍の推進に関する法律（平成 27 年法律第 64 号。以下「女性活躍推進

法」という。）等に基づき「駿東伊豆消防組合次世代育成支援・女性職員の活躍の推

進に関する特定事業主行動計画【前期計画】」を策定・実施しています。今般、女性

活躍推進法第 19 条第６項及び次世代育成支援対策推進法第 19 条第５項に基づき、

行動計画の実施状況を以下のとおり取りまとめましたので公表いたします。 

 あわせて、女性活躍推進法第 21条の規定に基づき、駿東伊豆消防組合における女

性の職業選択に資する状況を公表いたします。 

 
区分１ 任用し、又は任用しようとする女性に対する職業生活に関する機会の提供 

 

  実施状況 

  計画に掲げた目標に対する実績値は次のとおりです。 

 

年度 
目標 状況 

女性職員数 女性職員の割合 女性職員数 女性職員の割合 

平成 28年度 12 1.9％ 10 1.6％ 

平成 29年度 14 2.3％ 11 1.8％ 

平成 30年度 16 2.5％ 14 2.3％ 

令和元年度 19 3.0％ 17 2.7％ 

 

 ＜取組内容＞ 

  ● 女性向けのガイドブックを作成しました。 

  ● 採用制度説明会に女性職員を参加させ、女性参加者に対し、消防業務における

女性の活躍について繊細な説明をしました。 

  ● 職員募集ポスターに女性職員を起用し、女性が消防業務に興味が持てるように

しました。 

 

 

 

目標１：女性職員の割合を高めていきます。 

○ 全職員に占める女性職員の割合 ３％以上 



区分２ 任用する職員の職業生活と家庭生活との両立に資する勤務環境の整備 

 

年度 

男性 

妻が出産した

職員 

妻の出産に伴

う特別休暇を

取得した職員 

出産に伴う特

別休暇取得し

た割合 

育児休業を取

得した職員 

育児休業を取

得した割合 

平成 28年度 40 31 77.5％ ０ ０％ 

平成 29年度 37 29 78.4％ ０ ０％ 

平成 30年度 34 29 85.3％ ０ ０％ 

令和元年度 41 33 80.5％ ０ ０％ 

 

年度 

女性 

本人が出産し

た職員 

育児休業を取

得した職員 
割合 

平成 28年度 １ １ 100％ 

平成 29年度 ０ ０ － 

平成 30年度 ０ ０ － 

令和元年度 １ １ 100％ 

 

＜取組内容＞ 

  ● 配偶者の出産、子育て目的の休暇等取得促進に向けた周知等を実施し、職場全

体で配偶者の出産への立ち合いや子育て支援ができる職場環境を創出しています。 

  ● 育児休業から復帰した職員を職場全体でサポートしています。 

  ● 妊娠中の職員への健康・安全・業務分担・時間外勤務命令等の配慮をしていま

す。 

  ● 妊娠中職員向け執務服を導入しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標２：職員が妻の出産に伴う場合における特別休暇、育児休業等の取得率を

高めていきます。 

○ 職員が妻の出産に伴う場合における特別休暇 100％ 

○ 育児休業取得率 （男性） １％ （女性） 100％   



○ 女性活躍推進法第 21 条に基づく女性の職業選択に資する情報の公表 

（令和２年 11月公表） 

 

１ 目的 

  女性活躍推進法第 21条の規定に基づき、駿東伊豆消防組合の状況を公表するもの

です。 

 

２ 公表項目 

 ⑴ 採用した職員に占める女性職員の割合        （各年度４月１日現在） 

年度 男性 女性 合計 女性の割合 

平成 30年度 14 ３ 17 17.6％ 

令和元年度 23 ３ 26 11.5％ 

令和２年度 21 ０ 21 ０％ 

 

 ⑵ 採用試験の受験者総数に占める女性の割合 

年度 男性 女性 合計 女性の割合 

平成 30年度 94 ５ 99 5.1％ 

令和元年度 84 ２ 86 2.3％ 

令和２年度 103 ８ 111 7.2％ 

 

 ⑶ 職員に占める女性職員の割合             （各年度４月１日現在） 

年度 男性 女性 合計 女性の割合 

平成 30年度 600 19 619 3.1％ 

令和元年度 603 20 623 3.2％ 

令和２年度 603 19 622 3.1％ 

 

 ⑷ 管理職に占める女性職員の割合            （各年度４月１日現在） 

年度 男性 女性 合計 女性の割合 

平成 30年度 28 ０ 28 ０％ 

令和元年度 28 ０ 28 ０％ 

令和２年度 28 ０ 28 ０％ 

 

 ⑸ 平均勤続勤務年数の男女差異（各年度４月１日現在） 

年度 男性 女性 

平成 30年度 17.4年 10.2年 

令和元年度 17.1年 7.9年 

令和２年度 16.9年 8.4年 

 



 

 ⑹ 男女別の育児休業取得率 

   男性 

年度 育児休業対象者 取得者 取得率 

平成 29年度 37 ０ ０％ 

平成 30年度 34 ０ ０％ 

令和元年度 41 ０ ０％ 

 

   女性 

年度 育児休業対象者 取得者 取得率 

平成 29年度 １ １ 100％ 

平成 30年度 ０ ０ － 

令和元年度 １ １ 100％ 

  ※ 育児休業対象者とは、当該年度中に本人又は配偶者が出産した職員です。 

 

 ⑺ 職員（管理職以外）の一月当たりの平均超過勤務時間 

年度 時間 

平成 29年度 6.9時間 

平成 30年度 7.1時間 

令和元年度 6.6時間 

 

 ⑻ 年次休暇の平均取得日数 

年度 日数 

平成 29年度 7.7日 

平成 30年度 8.9日 

令和元年度 10.1日 

 


